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第 1章  目 的

国際電気通信連合 (ITU)で の国際的な標準化、(社)電信電話技術委員会 (TTC)で の国

内標準の作成ならびに商用サービスの開始等を契機として、我が国での ISDN利 用は着実に拡

大している。   |

私設網における I・SDNサ ービスの提供は、PBX利 用範囲を大きく拡大するものであり、国

内標準化機関としてのTTCに おいてもPBXに 関する標準化活動が活発に行っておりt pBx

間ディジタルインタフェース (共通チャネル形信号方式)に ついての国内標準としてJT一 Q9

21-a, JT― Q931-a, 」 S-11572が 制定された。     |  :

また、その後、PBX間 においてPHS等 の異速度ディジタル綱との非制限ディジタル通信サ
ービスを実現する際に必要な規定を定めた、私設総合サービス網 (異速度ディジタル網とのデー

タ通信)一 PBX間 信号プロトコル仕様」J-20.70と して平成 9年 に制定された。

上記基準などに基づく製品が各製造業者から製造・販売される中で、各ユーザの●Bx導 入を

円滑に促進する為には、各製造業者間での本目互接続性の確保が必要不可欠であるが(製 品化初期

においては、標準に準拠して製造される製品同士でも異なる製造業者間での相互接続性が確保さ

れない場合があり、相互接続性の確保が重要な課題となつている。

本ガイドラインは、このような状況を鑑み、各社が製造するPBX間 での共通チャネル形信号

方式による相互接続性を確保するため実施すべき相互接続試験の内容、手順等について規程する

ものである。今後、通信機会工業会が事務局を務める 「PBX相 互接続試験実施連絡会」等の相

互接続実施機関 (自ら相互接続試験を実施するものを含む)等 において、本ガイ ドラインにした

がった相互接続試験が実施されることを通じて、我が国におけるPBXめ 普及に向けた環境整備

が発展すると共に■標準の実効性、新たな標準^の 反映等に資するものである。

尚、試験環境及び試験機器に対するデータ設定等に関しては、相互接続実施機関等が別に定め

る接続試験実施栗領書に従うこととする。  |

注.PHSと は、電波産業会 (ARIB)が 制定する「第二世代ョードレス電話ンステムの無線

区間インタフェー不 (STD-28)」 を用いる第二世代コー ドレス電話システムのことを

指す。     ‐

第2章  相 互接続試験の対象範囲

PBXの 相互接続性は、相互のPBXに 端末を接続し、端末二端末間での相互接続性を確認す

ることを通じてPBX間 のQ点 インタフェースの機能を間接的に確認するものとする。

‐ここでQ点 とは、物理インタフェースに依存しないPBX間 の論理的参照点である。

12.1 試 験対象機器                         ‐

. ISDNサ ‐ビスを提供するPBX(ボ タン電話を含む)で あり1、2.4に示す標準

(共通チャネル形信号方式等)に 準拠するよう開発された装置とする。

2.2 接 続形態               ‐      .  . ‐ .

。PBX間 を直接接続し、そのリンク上で共通チャネル形信号方式 (1.5M)に よ

る接続試験を行う。

図1に接続形態を示す。

2.3 試 験対象サービス

・音声/デ ータの回線交換サービス

(注)試 験対象サービスは製品の実装により決定される。

――

 ] ―

―
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゛
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(注)相 互接続試験の実施に関し、以下の標準を参考のために記載する。
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゛
レス電話システム標準規格

直 接 接 続

PBX又 はボタン電話 IP3X又はボタシ雫議

基地局 :    同  左

ダ
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第3章  相 互接続試験の実施形態

相互接続試験の実施形態は以下の3形態に分類される。

① 音 声サービス相互接続試験
‐1‐

PBXに 収容された音声端末相互の接続を行い、その通話の正常性を確認する。

② デ ータサニビス相互接続試験      ‐
    ‐

PBXに 収容されたデ‐夕端末相互の接続を行い、その通信の正常性を確認する。

③ 32 kbit/s非 制限ディジタルモー ド通信の相互接続
・
        ‐

PBXに 収容された3 2 kbit/s非制限ディジタルモニド通信可能な端末相互の接続
を行い、その通信の正常性を確認する。       ‐     |  |

第4章  相 互接続試験参加

4.1 前 提条件

相互接続試験参加にあたっては、以下の条件を前提とする。

(1)相 互接続試験で使用する端末は、電話・TA等 の ISDN端 末相互接続試験が終
了した機種または同等のものに限るとする。  ・

(2)3 2 kbit/s非 制限ディジタルモード通信の符号化方式は、高速性 。信頼性 。拡
張性を考慮し、データ伝送はPIAFS方 式とする。

4.2 不 定期接続試験依頼の対応

不定期に接続試験の依頼があった場合は既に接続試験の結果が得えられている2社以
上の製造業者が参加し、接続試験を行う。

注 . PIAFS : PHS Internet Access Forum Standard.

第 5草  試 験実施方法

5。1 事 前確認

試験参加各社は、伝送能力 (BC)。 チャネル識別子 ・低位 レイャ整合性 (LLC)。

高位 レイヤ整合性 (HLC)の コーディング ・条件リス トについて事前に情報交換を

行 う。                    |  |

(参考として、コーディングの様式を別紙 1-1～ 1-3、 条件リス トを別紙 2-1
～ 2-2に 示す。なお、これらの様式の内容は、試験内容の変化等に応じ、相互接続

機関等で適宣変更されるものである。)

5.2 実 施場所

‐
  試 験実施場所に関しては、相互接続試験実施機関等が指定する試験場所に機器を持ち

込んで実施する:

5.3 試 験の実施

5.3.1 試 験での留意点

試験の実施にあたっては、以下のことに留意する。

・効率的に試験を実施する為、 トラブルの有無に関らず、各試験を一定時間内に

終了すべきである。
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5.3.2 各 試験での共通手順等

各試験の共通の手順等を以下に示す。

。原則として、各製造業者等の試験対象機器の総当たりにより試験を実施する。

・着番号情報は、試験参加者間で仮の局番を付与し、発信者は着信者に対して局番

(例えば7×)と内線番号を送出するものとする。
.■
試験参加者間で発信番号通知を実施する場合の発番号情報は、予め試験参加者間

で取り決めた番号を送出するものとする。

・サブア ドレスを使用した着信試験は実施しない。

5.4 相 互接続試験手順等

5.4.1 音 声サービス相互接続試験

(1)事 前確認項目

発信時の呼設定メッセージのBC・ チャネル識別子 ・L L Ci・HLCを 事前に

確認すること。 (参考としてチェックリストを別紙1丁11に付す。)

(2)試 験項目 ‐                  ,

発信/着 信/受 話音量/受 話音質を確認する。

(参考としてチェックリス トを別紙 3-1に 付す。)

(3)試 験手順

<ハ ターン1>            ‐     |  .:

:      ①  A社 より発信し|、B社 を呼び出し、B社 側端末で応答する。|

② 両 方向の通話が正常に出来ることを確認する。

<パ タ‐ン2>

① B社 より発信し、A社 を呼び出し、A社 側端末で応答する。

② 両 方向の通話が正常に出来ることを確認する。

5.4.2 デ ータサービス相互接続試験

(1)前 提条件

データサービス相互接続試験で使用する端末は、電話 ・TA等 の ISDN端

‐ 1    末 相互接続試験 (V.110同 期)が 終了した機種、または同等のものに限ると

する。                |   ■  |  ‐

(2)事 前確認項目

‐  ‐  発 信時の呼設定メッセァジ中のBC,チ ヤネル識別子 。LLC・ HLCを 事前

に確認すること。 (参考としてチェックリストを別紙 1-2‐に付す。)

(3)試 験項目                      ` ‐ ‐ |

発信/着 信/デ ータ送受信を確認する。      11■    :

(参考としてチェックリストを別紙 3-2に 付す。)

- 4 -



(4)試 験手順                      ~

<ハ ターン 1>

① A社 よりB社 端末べ発信するt    ‐

■② B社 端末への着信後通信に入り、通信が継続することを確認する。

i)速 度整合の相互接続性確認     ‐

発信側からリモー トR点 折り返しループテストを実施し、モデムテ

スターでビットエラー率を確認するも |(ビツトエラー率は、速度整合

性を確認できる程度に留める。)

ii)試 験条件

① 男J 紙2 - 2 に よる。

② 信 号送出時間は1分間程度とする。

<パ ターン2>(パ ターン1終了後、速やかに実施する。)

① B社 よりA社 端末へ発信する。

② A社 端末への着信後通信に入り、通信が継続することを確認する。

i)速 度整合の相互接続性確認

発信側からリモー トR点 折り返しループテストを実施し、モデムテ

スターでビットエラニ率を確認する。 (ビジトエラー率は、速度整合

性を確認できる程度に留める。)●

ii)試 験条件

① 別 紙 2-2に よる:          |   ‐   .

② 信 号送出時間は1分間程度とする。    .      :

5.4.3 3 2 kbit/s非 制限ディジタルモニ ド通信の相互接続試験
. (1)前

提条件       ‐
           ‐      ‐

3 2 kbit/s非制限ディジタルモー ド通信の相互接続試験で使用する端末は、

PIAFSに 準拠している機種、または同等のもめに限るとする。
|

.(2)事
前確認項目

‐

発信時の呼設定メッセ
ージ中のBC・ チャネル識別子・LLC・ HLCを 事

‐  前 に確認すること。 (参考としてチェ.ックリストを別紙1丁 3に付す。)

| (3)試 験項目 ‐ | ‐    |

発信/着 信/デ ータ送受信を確認する。
1   ・

(参考としてチェックリス トを別紙 3-3に 付す6)     .

~~ D ~~



(4)試 験手順

<パ ターン 1>

① A社 よりB社 端末へ発信する。

② B社 端末介の着信後通信に入り、通信が継続することを確認する。

i)速 度整合の相互接続性確認

送受信を確認する。

ii)試 験条件

①  PIAFSに よる。

② 信 号送出時間は 1分 間程度とする。

<パ ターン2>(パ ターン1終 了後、速やかに実施する。)

① B社 よりA社 端末へ発信する。          |

② A社 着信端末への着信後通信に入 り、通信が継続することを確認する。

1)速 度整合の相互接続性確認

送受信を確認する。

ii)試 験条件

①  PIAFSに よる。

② 信 号送出時間は 1分 間程度とする。

第6章  試 験結果の取りまとめとその後の手続き

6.1 試 験結果の取りまとめ

相互接続試験終了後、相互接続実施機関等は試験結果を取りまとめるものとする。

(様式の例を別紙 3-1～ 3-3,別 紙 4に 示す。)

当該機関等は、必要に応じ相互接続試験結果を標準活動にフィァ ドバックするものと

する。

6.2 TTc標 準準拠表示にういて

相互接続試験を実施し良好な試験結果を得た製造業者等が、TTC標 準準拠表示を

行おうとする時には、 「TTC標 準準拠表示取扱要領」に従い、同試験の結果を添付

した書類をTTCに 届け出ることとする。その届け出により、本ガイ ドラインに基づ

き試験が実施され、所期の試験結果が得られたことをTTCが 確認 した場合には、当

該機器がTTC標 準等に準拠していることを示すTTCマ ‐クまたは取扱説明書等
へ文書による表示を行なうことが可能となる。

尚、本ガイ ドラインの試験対象サービスで、下記 1)項 または 2)項 のいずれかの試

験の良好な試験結果が得られた場合でも届出可能とする。

1)本 ガイ ドラインの5.4.1項 および 5.4.2項 の試験範囲

2)本 ガイ ドラインの5.4.1項 および 5.4.3項 の試験範囲

- 6 -



別紙 1 - 1 ( 1 / 2 )

会社名

担  当

T E L

F A X

音声サービス(」S-11572)

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[パターン /  ] (複 数パターンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

伝 達 能 力 ( B C ) チ ャネル識別子

オクテット コーァィング オクテット コーァィング

1 0 0 0 0 0 1 o o 0 4 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8

2 ，
“

3 3

4 一

毎 3 2

各 3. 3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

7

[記入上の注意点]

(1)省 略されるオクテットには、荷も記入せずブランクとすること:
(2)提 出する様式には、 1枚 1枚 に必ず会社名等を記入すること。

[備 考 ]

- 7 -



別紙 1 - 1 ( 2 / 2 )

会社名

担  当

T E L

F A X

音声サービス(」S-11572)

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[パターン /  ] (複 数パタニンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

[記入上の注意点]

(1)省 略されるオクテットには、何も記入せずブランクとすること。

(2)提 出する様式には、 1枚 1枚 に必ず会社名等を記入すること。

[備 考 ]

低位 レイヤ整合性 (LLC) 高位 レイヤ整合性 (HLC)

指定する 。省略する 指定する 。省略する

オクテット コープィング オクテット コーディング オクテット コーァィング

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7D

０
４

９
“

3 3

3 a 4

4 4 a

4 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

ク
′

7 a

―- 8 -



別紙 1 - 2 ( 1 / 2 )

会社名

担  当

T E L

F A X

デァタサ_ビ ス(Js-11572)

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[パターン /  ] (複 数パターンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

伝 達 能 力 ( B C ) チャネル識別 子

オクテット コーァィング オクテット コーァィング

1 0 0 0 0 0 1 0 o 0 4 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8

９
“

，
″

3 3

4

3  2

3  3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

7

[記入上の注意点]

(1)省 略されるオタテットには、何も記入せずブラシクとすること。
(2)提 出する様式には、 1枚 1枚に必ず会社名等を記入すること。

[備 考 ]           ,

-9-



別紙 1 - 2 ( 2 / 2 )

会社名

担  当

T E L

F A X

データサービス(」S-11572)

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[パターン /  ] (複 数パターンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

[記入上の注意点]

(1)省 略されるオクテットには、何も記入せずブランクとすること。

(2)提 出する様式には、 1枚 1枚 に必ず会社名等を記入すること。

[備 考 ]

低位 レイヤ整合性 (LLC) 高位 レイヤ整合性 (HLC)

指定する 。省略する 指定する 。省略する

オクテット コーディング オクテット コーディング ヤクテット コーディング

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D

2
つ
ろ

3 3

3 a 4

4 4 a

4 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7

7 a

―- 10 -´



別紙 1 - 3 ( 1 / 2 ) |

会社名

担  当

T E L

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素            ‐

[パターン /  ] (複 数パターンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

伝 達 能 力 ( B C ) チ ャネル識別 子

オクテット コーディング オクテット コープ ィング

1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 4 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 8

９

“
，

“

3 3

4

一 3  2

纂 3 3

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

7

[記入上の注意点]

(1)省 略されるオクテッ

(2)提 出する様式には、

[備 考 ]

卜には、何も記入せずブランクとすること。
1枚 1枚に必ず会社名等を記入すること。

F A X

データサービス(」s-11572+JJ-20 70)

― -  1 1  - ―



別紙 1 - 3 ( 2 / 2 )

会社名

担  当

T E L

発信時の呼設定メッセージの通信可能性に関する情報要素

[パターン /  ] (複 数パタ‐ンの場合には、用紙を複写して記入すること。)

F A X

データサービス(JS-11572+」 J-20.70)

低位 レイヤ整合性 (LLC) 高位 レイヤ整合性 (HLC)

指定する 。省略する 指定する 。省略する

オクテット コーディング オクテット コーァィング 「クテット コーディング

1 0 1 1 1 1 1 0 0 7 C 1 0 1 1 1 1 1 0 1 7 D

，
“

９
“

3 3

3 a 4

4 4 a

4 a

4 b

5

5 a

5 b

5 c

5 d

6

6 a

7

7 a

[記入上の注意,点]

(1)省 略されるオクテッ

(2)提 出する様式には、

[備 考 ]

卜には、何も記入せずブランクとすること。

1枚 1枚 に必ず会社名等を記入すること。

―- 12 -



会社名

担  当

T E L

F A X

共通チャネル形信号方式相互接続試験条件 リス ト (」S-11572)

[記入上の注意点]

(1)提 出される様式には、 1枚 1枚 必ず会社名等を記入すること。

No. 項  目 選択パラメータ 備  考

1 プロ トコル識別子 ① 08

，
“ 呼番号長 ① 2

3 着番号のオクテット3 ① 80② その他 その他の時はオクテ ット3の み

記入する (     )

4 発番号のオクテット3 ① 80② その他 その他の時はオクテット3の み

記入する (     )

5 発番号のオクテ ット3a ① 省略 ②その他 その他の時はオクテット3aの

み記入する (     )

6 リスター ト受信時の手順 ① ACKを かえす リス ター トの範 囲 はチ ‐k /ネル

毎、インタフェース毎、全インタ

フェースの 3種がありうる

7 分割発呼手順 ① あり

② なし

8 分害1着呼手順 ① あり

② なし

9 」J - 2 0 . 7 0 ①

②

実装

未実装

①の場合5.4 . 3の 試験を実施

する。    |

‐- 13 -‐



会社名

担  当

T E L

F A X

データサービス (回線交換  v.1lo同 期)相 互接続試験条件 リス ト

[記入上の注意点]

(1) 提 出する様式には、 1枚 1枚 に必ず会社名等を記入すること。

聰 項  目 選択パラメータ 備  考

1 DTEの 速度 ① 9 6 0 0 b p s

，
“ クロック ① ST2及 びRT

3 送受信データ ① モデムテスタ511

( 2 9 - 1 ) パ ターン

4 半2重/全 2重 ① 全2重

5 Sビ ットとDビ ットの整合 ① 対応する②対応しない 厳密な整合を期待 しない

6 回路 106Nビ ット ① 24ビ ット相当以上

7 インバン ドパラメータ交渉 ① 提供しない

8 B C , H L C ,  L L C TTCで の検討結果に合致

させる

詳細コーディングは別紙

- 14-



(注)試 験終了後速やかに報告のこと

受
　
　
信

発
　
　
信

会社名 ・部課名 機 種  名

殿 発信者名

FAX

音声サービス相互接続試験 (共通チャネル形信号方式)チ ェックリ

チェック項目

専用線パス設定 正常にデータリンクが設定されること。

(判定〇 。または×)

正常に発信でき相手に着信できること。

(判定〇 ・または×)

正常に着信できること。

(判定〇 ・または×)

受話音量

(判定 :大きい ・小さい 。適当 ・無音)

受話音質 (判 定〇 ・または×)

(×の場合は理由も記入)

総   合   評   価   ( 判 定 〇 。 ま た は × )

‐‐
　

Ｈ
い
　
―
‐



(注)試 験終了後速やかに報告のこと

データサービス (回線交換 ・V.110同 期)相 互接続試験 (共通チャネル形信号方式)チ ェックリス ト

‐
―
　

〕
０
　
‐
―

受

　

　

信

発

　

　

信

会社名 ・部課名
機 種  名

殿
発信者名

項 目 チェック項 目 半U 定 基 準

1 専用線パス設定 正常にデータリンクが設定されること。

(判定〇 。または×)

2 発 信 正常に発信でき相手に着信できること。

(判定〇 。または×)

3 データ送受信 データの送受信ができること。

(判定〇 ・または×)

4 着 信 正常に着信でき応答できること。

(判定〇 ・または×)

総   合   評   価   ( 判 定 〇
・ ま た は × )

試 験 日 日寺

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考



(注)試 験終了後速やかに報告のこと

受
　
　
信

発
　
　
信

会社名 ・部課名 機 種 名

殿 発信者名

―
で
　
Ｈ
『
　
‐‐

3 2kbit/s非 制限ディジタルモ‐ ド通信の相互接続試験 (共通チャネル形信号方式)チ ェックリス |

項 目 チェック項 目 判 定 基 準

1 専用線パス設定 正常にデータリンクが設定されること。

(判定〇 ・または×)

発 信 正常に発信でき相手に着信できること。

(判定〇 。または×)

3 データ送受信 データの送受信ができること。

(判定〇 ・または×)

4 着 信 正常に着信でき応答できること。

(判定〇 。または×)

総 合   評   価  ( 判 定 〇 ・ ま た は × )

試 験 日 口寺

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

月

日

備 考



PBX相 互接続試験結果表

(共通チャネル形信号方式)

サービス相互接続試験

試験 日     月   日

着 側

発 側

＼
＼

＼

＼

＼
＼
＼

＼

＼

＼

判定  ○  :接 続可

△ : 条 件付きで接続可

× :接 続不可

- 18 -―
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